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研究要旨 

わが国では 2008 年頃より長期的な人口減少時代に突入しているが，近年では出生数の

急速な減少ともに，将来人口の動向に対していっそう注目が集まっている。また，2019

年の新規在留資格の創設に伴って外国人労働者のさらなる拡大が見込まれていることに

加え，国内では，東京圏における人口一極集中の継続や地方圏における著しい人口減少及

び超高齢化の顕在化など，人口に関連する問題は非常に多岐にわたっている。本研究では，

新たなフェーズに入ったと考えられる国際人口移動をはじめ，出生・死亡・国内人口移動

の短期的・長期的傾向を的確に把握して分析するとともに，国立社会保障・人口問題研究

所（社人研）が実施する人口・世帯の将来推計の精度向上および推計手法の方法論的発展

およびその応用に関する研究を行うものである。 

研究期間内においては，初年度は主に文献レビュー・データ整備を，２年度は各種の動

向分析や推計システムに関する基礎的研究等を，３年度は将来推計の精度改善，政策活用

と全体統括を中心に研究を推進する。とくに近年，外国人の国際・国内人口移動の活発化

等により，将来の人口動態の見通しがいっそう困難になっている状況のなかで人口・世帯

の将来推計を行うためには，新たな環境変化を組み込んだ最先端のモデル開発が不可欠と

なる。諸外国においてもこうした試みは途上の段階であり，本研究では人口動態を中心と

する様々な分析から得られた知見の結集によって，世界に先駆けた研究成果を提示してい

くことが主な目的となる。 

本研究は，①長期的人口減少と大国際人口移動時代における人口・世帯分析の深化，②

外国人人口の急増や新たな出生・死亡のトレンドに対応した将来人口・世帯推計モデルの

開発，③将来推計の政策的シミュレーションへの応用に関する研究，の３領域に分けて進

めた。 

 

研究分担者： 

林玲子   国立社会保障・人口問題研究

所 副所長 

小島克久  同 情報調査分析部長 

岩澤美帆  同 人口動向研究部長 

千年よしみ  同 国際関係部第 1 室長 

守泉理恵  同 人口動向研究部第 1 室

長 

菅桂太   同 人口構造研究部第 1 室

長 

中川雅貴  同 国際関係部第 3 室長 

石井太   慶應義塾大学経済学部教授 

 

Ａ．研究目的 

わが国では 2008 年頃より長期的な人口

減少時代に突入しているが，近年では出生

数の急速な減少ともに，将来人口の動向に

対していっそう注目が集まっている。また，

2019 年の新規在留資格の創設に伴って外

国人労働者のさらなる拡大が見込まれてい
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ることに加え，国内では，東京圏における

人口一極集中の継続や地方圏における著し

い人口減少及び超高齢化の顕在化など，人

口に関連する問題は非常に多岐にわたって

いる。本研究では，新たなフェーズに入っ

たと考えられる国際人口移動をはじめ，出

生・死亡・国内人口移動の短期的・長期的

傾向を的確に把握して分析するとともに，

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）

が実施する人口・世帯の将来推計の精度向

上および推計手法の方法論的発展およびそ

の応用に関する研究を行うものである。 

社人研では，これまで厚生労働科学研究

費事業の枠組みで将来推計の先端的な手法

や理論を科学的に開発するための研究を行

ってきており，先行研究「国際的・地域的

視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対

応した人口分析・将来推計とその応用に関

する研究」において，最先端技術を応用し

た人口減少期における総合的な人口・世帯

の動向分析，地域・世帯に関する推計に重

点を置いた次世代将来推計モデルに関する

基礎的研究，将来推計を活用した政策的シ

ミュレーションに関する研究を推進してき

た。この先行研究では，人口・世帯の将来

推計の精度向上に資する様々な人口学的研

究成果が得られたところであるが，本研究

はこれらの成果を深化させるとともに，外

国人労働者の受け入れ等の最新の動きを織

り込みながら，新時代の人口動態を包括的

にとらえる枠組み作りを進め，具体的な推

計に活用していく。 

研究期間内においては，初年度は主に文

献レビュー・データ整備を，２年度は各種

の動向分析や推計システムに関する基礎的

研究等を，３年度は将来推計の精度改善，

政策活用と全体統括を中心に研究を推進す

る。とくに近年，外国人の国際・国内人口

移動の活発化等により，将来の人口動態の

見通しがいっそう困難になっている状況の

なかで人口・世帯の将来推計を行うために

は，新たな環境変化を組み込んだ最先端の

モデル開発が不可欠となる。諸外国におい

てもこうした試みは途上の段階であり，本

研究では人口動態を中心とする様々な分析

から得られた知見の結集によって，世界に

先駆けた研究成果を提示していくことが主

な目的となる。 

 

Ｂ．研究方法 

 研究は以下の①～③の３領域に分けて進

めた。 

 

① 長期的人口減少と大国際人口移動時

代における人口・世帯分析の深化 

先進諸国等における最新の出生・死亡研

究，全国・地域別の出生・死亡・移動とそ

の人口学的メカニズム，離家・結婚・同棲・

離婚等の世帯形成・解体行動，外国人人口

の分布と移動，移動と世代間関係に関する

研究動向や最先端技術のレビュー，データ

ベース整備および基礎的分析を行った。 

 

② 外国人人口の急増や新たな出生・死亡

のトレンドに対応した将来人口・世帯推計

モデルの開発 

近年における国際人口移動の活発化や外

国人人口の急増，出生数の急減等の新たな

人口動態の傾向を受け，それらに対応し次

期推計にも実装可能な将来人口・世帯推計

モデルの開発を行った。 

 

③ 将来推計の政策的シミュレーション

への応用に関する研究 

将来推計のシミュレーション応用につい

て，日本人・外国人の国際人口移動に関す

る政策変化と将来の人口規模・構造への影

響，国際人口移動施策の違いが人口動態と

将来人口に及ぼす影響の方法論を研究する

とともに，外国からの介護人材確保と社会
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保障制度との関係についての基礎的な分析，

外国からの介護人材確保と社会保障制度へ

の影響と課題に関する分析と政策シミュレ

ーションのシナリオ設定に関する検討を行

った。 

 

上記のほか、2022 年 8 月 25～27 日に社

人研をホストとしてオンラインで開催され

た 第 11 回 国 際 人 口 地 理 学 会 （ 11th 

International Conference on Population 

Geography）、および 2023 年 2 月 14 日に

社人研（＋オンライン併用）で開催された

日本人口学会 2022 年度第 2 回東日本地域

部会「集落統計を考える」を、本科研の助

成により行った。 

 

なお、研究全般にわたり、社人研や研究

者個人が属する国際的研究ネットワークを

最大限に活用し、諸外国や国際機関などと

緊密な国際的連携を図って研究を進める。

また、研究所が有する人口・世帯の将来推

計に関する研究蓄積を方法論やモデル構築

研究に活かすとともに、所内外の関連分野

の複数の研究者に研究協力者として参加を

要請し、総合的に研究を推進した。具体的

には、社人研からは，是川夕国際関係部長、

久井情在同部研究員（R4 年度），別府志海

情報調査分析部第 2 室長、中村真理子同部

研究員、鈴木貴士社会保障基礎理論研究部

研究員、鎌田健司人口構造研究部第 2 室長、

小山泰代同部第 3 室長、大泉嶺同部主任研

究官、余田翔平人口動向研究部第 3 室長、

吉田航同部研究員（R3、R4 年度）、所外か

らは鈴木透国立社会保障・人口問題研究所

前副所長、山内昌和早稲田大学教育・総合

科学学術院教授、堀口侑慶應義塾大学大学

院生、南英明早稲田大学大学院経済学研究

科院生に研究協力者を依頼し、研究協力を

得た。 

本研究にあたっては、統計法 32 条に基

づき、人口動態統計、及び出生動向基本調

査、並びに、統計法 33 条 1 号に基づき、

国勢調査の個票情報の提供を受けている。 

 

Ｃ．研究成果 

本研究の成果は多岐にわたることから、

３年間全体の研究成果を、結婚・出生の動

向分析、人口移動（国際人口移動、外国人

の人口移動を含む）の動向分析、家族・世

帯および介護の動向分析、次世代推計の開

発、外国人受入シミュレーション、の５領

域に体系化した。以下、これに基づいて主

な研究結果および考察を述べる。 

結婚・出生の動向分析として、出生力の

地域差に対する結婚力効果と夫婦出生力効

果の分解モデルの開発、人口動態調査出生

票を利用した出生歴と市区町村間移動の関

連に関する分析を行った。出生力の地域差

に対する結婚力効果と夫婦出生力効果の分

解モデルの開発では、市区町村単位の情報

を用い，女性の有配偶者割合が合計出生率

を説明する対数線形モデルを推定し、これ

により合計出生率の地域差に対する結婚力

効果（完結結婚量による直接効果と結婚タ

イミングよる間接効果）(モデル部分)と夫

婦出生力効果（残差項）の寄与に分離する

ことを可能とした。人口動態調査出生票を

利用した出生歴と市区町村間移動の関連に

関する分析では、人口動態調査出生票にお

いて母と父の出生年月日に関する情報が得

られる 1992 年以降の個票データから，母

と父の出生年月日の組み合わせによる識別

情報を生成し，カップル単位の出生歴が特

定可能と判定されたケースを対象に，第一

子出生時と第二子出生時の居住地に関する

情報を用いて市区町村間移動を測定した。

分析の結果，第一子出生から第二子出生に

かけて市区町村間移動が発生する割合は，

第一子出生時に大都市圏中心部に居住する

カップルにおいて顕著に高いことなどが確
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認された。 

人口移動の動向分析では、新型コロナウ

イルス感染拡大に伴う人口移動傾向の変化

に関する分析、新型コロナウイルス感染症

拡大期以降の国際人口移動の分析を行っ

た。新型コロナウイルス感染拡大に伴う人

口移動傾向の変化に関する分析では、総務

省「住民基本台帳人口移動報告」の都道府

県間移動データから、東京圏では 2019 年

以降、転入モビリティの低下、転出モビリ

ティの上昇が観察され、とくに転入モビリ

ティの低下が大きかった一方で、転入数は

2012 年の水準を下回ったものの、転入モ

ビリティは 2016 年と同程度であり、人口

構造要因も転入数や転入超過数の減少に少

なからぬ影響を及ぼしていたことなどを明

らかにした。新型コロナウイルス感染症拡

大期以降の国際人口移動の分析では、東京

都において 2020 年以降の外国人の減少が

中心部に集中する傾向がみられる一方で、

東京都近隣の埼玉県・千葉県では，国際人

口移動による外国人の転出超過が、その国

内移動による転出超過によって相殺される

という特徴的な傾向がみられた。 

家族・世帯および介護の動向分析では、

離別女性の世代間関係の分析、親と子のい

る世帯における世帯主の世代の分布に関す

る分析を行った。離別女性の世代間関係の

分析では、第 5 回・第 6 回全国家庭動向

調査のデータを用いて、同居の場合、会話

頻度に配偶状況による差はみられないが、

近居・遠居では、配偶状況よりも夫婦系列

により異なる傾向がみられる、心理的支援

では、距離による差よりも夫婦系列による

差が大きい、経済的支援では、有配偶女性

が自分の母から受ける傾向が最も強く、近

居・遠居では離別女性が受ける傾向が最も

低い、などの知見を得た。親と子のいる世

帯における世帯主の世代の分布に関する分

析では、ひとり親と子の世帯について、国

勢調査データを用いて、世帯主の世代を考

慮した世帯の分類集計を試み、世帯主年齢

別の世帯数と親の年齢別の世帯数の比較検

証を行った。 

次世代推計の開発に関連した研究として、

令和 2 年国勢調査と比較した平成 30 年地

域推計結果の残差傾向の分析、多相生命表

を利用した配偶関係別将来人口推計に関す

る基礎的検討を行った。令和 2 年国勢調査

と比較した平成 30 年地域推計結果の残差

傾向の分析では、全域的な残差率の分布や

傾向は平成 30 年地域推計より前の推計か

らほぼ変わらず、人口規模の小さい地域や

大都市圏に属する地域で推計精度が低下す

る傾向があることなどを明らかにした。多

相生命表を利用した配偶関係別将来人口推

計に関する基礎的検討では、未婚、有配偶、

死別、離別の４状態に関する遷移確率に基

づいた 2015 年の多相生命表を作成して将

来推計を行うことにより、平成 29 年推計

の各年次における性・年齢各歳別将来推計

人口と整合性を保った、配偶関係別将来推

計人口結果を得ることが可能となった。 

外国人受入シミュレーションに関連した

研究として、外国人受入れ拡大による社会

保障財政影響シミュレーションに関する基

礎的研究を行った。このなかでは、令和元

年財政検証のシステムを先行事業と同環境

に移行し、財政検証結果の再現可能性に関

する検討を実施した。その結果、移行下の

環境においても、財政検証ケース I〜V に

ついて、最終的な所得代替率・調整終了年

度が再現できることが確認された。 

 

Ｄ．考察 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）

における人口・世帯の将来推計は投影手法

によっており、この実行にあたっては、過

去から現在に至る出生、死亡、移動、世帯

形成・解体などの人口学的諸率の趨勢を正
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確に測定・把握し、その動向に関する定量

的な分析把握に基づいて、様々な指標構築

やモデル化を行うことが必要不可欠である。

本科研では、次世代の将来人口・世帯推計

や政策立案において有用となる知見が多く

得られた。 

出生力の地域差に対する結婚力効果と夫

婦出生力効果の分解モデルの開発では、推

計された結婚力の総合効果と夫婦出生力効

果を組み合わせ，結婚力も出生力も高い自

治体，結婚力は低いが夫婦出生力は高い自

治体，結婚力は高いが，夫婦出生力は低い

自治体，両方とも低い自治体に分類した。

この点は、地域別将来人口推計における出

生仮定の設定に有用な知見であると考えら

れる。 

新型コロナウイルス感染拡大に伴う人口

移動傾向の変化に関する分析からは、人口

構造要因を除去したモビリティ要因でみれ

ば東京圏全体としてみた変化は比較的小さ

いという知見が得られた。これを地域別将

来人口推計における各地域の人口移動仮定

に反映させていくためには、東京圏外や東

京圏内における移動傾向の変化についてよ

り詳細に分析していく必要がある。 

「Ｃ 研究成果」では地域推計結果の残

差傾向の分析に触れたが、平成 30 年全国

世帯推計および平成 31 年都道府県別世帯

推計の精度評価も行った。とくに目立った

点としては、2020 年国勢調査と比較した結

果、全国の世帯数推計において単独世帯が

8.6％もの大幅な過小推計となり、都道府県

別にみても全都道府県で過小推計となった。

平成 30 年地域推計では、過大推計となっ

た県も 13 あったことを踏まえれば、2015

～2020 年の間に単独世帯の増加に代表さ

れる世帯規模の縮小が急速に進行したこと

を示唆するものであり、これをいかに定量

的な仮定値として反映させていくかが今後

の大きな課題となる。 

月別死亡率からみた季節性とその地域

差に関する研究では、死亡率は初夏に低く

冬に高くなる季節性のパターンは共通す

るが、月間変動の（相対的な）大きさには

地域差があることが明らかとなった。

2020 年国勢調査を基準とする地域人口

推計の将来の生残率の設定においては、直

近国勢調査間の死亡状況への COVID-19

の影響の地域差を検証し、COVID-19 の

特異な流行の波により（今後も）従来とは

異なった季節性のパターンを生じる可能

性等について早急に検討を深める必要が

ある。 

多相生命表を利用した配偶関係別将来人

口推計に関する基礎的検討で得られた配偶

関係別将来人口推計を平成 30 年全国世帯

推計の結果と比較したところ、全体として

の傾向については概ね一致することが確認

された。本科研の課題のひとつでもあった

人口推計と世帯推計の連携強化に向けて大

きく前進したといえる。 

外国人受入れ拡大による社会保障財政影

響シミュレーションに関する基礎的研究か

らは、外国人労働者推計についても、日本

への労働者の主要な送出し地域であるアジ

ア地域の経済成長や急速に進む少子高齢化

の影響を考慮によるモデルの精緻化・外国

人の日本への定住化傾向の変化を踏まえた

推計が可能となり、新たな傾向を踏まえた

財政シミュレーションが可能となることが

明らかとなった。 

 

Ｅ．結論 

人口・世帯の動向は広範な分野の施策に

影響を及ぼすことから、本研究で得られた

各種の動向分析結果は関連各分野の施策

立案に資する基礎資料として活用が可能

である。 

日本における男性の無子割合・無子志向

の動向と特性に関する分析において、日本
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の男性の無子化には、経済要因の影響と成

育過程要因の影響の両方が認められた。現

在、政府が行っている少子化対策では、若

者の就業支援・経済的支援や生活基盤づく

りへの支援は中心的課題のひとつとして

取り組まれているが、家族形成について考

える機会や、包括的性教育を受ける機会、

乳幼児とのふれあい体験ができる機会な

ど、意識や価値観に影響する政策は、挙げ

られてはいるもののそれほど大きく取り

上げられていない。価値観や意識に係る政

策は、特定のライフコースや行動を推奨す

るのではなく、多様な選択肢があることを

伝えながら行う必要がある。 

新型コロナウイルスの感染拡大の局面

においても東京圏の転出モビリティの上

昇が限定的であったことの一因としては、

東京圏居住者に占める東京圏出生者割合

の増加が挙げられると考えられる。東京圏

一極集中の是正および地方創生の観点か

らは、U ターンの喚起よりもむしろコロナ

禍に伴う価値観の変化から生じる大都市

圏出身者の I ターンの増加に活路を見い

だす方向性が望ましいといえよう。 

新型コロナウイルス感染症拡大期以降

の国際人口移動の分析では、今後の国際人

口移動の動向及びその影響を見通すうえ

で、2010 年代における外国人人口の急速

な増加およびその影響に関する地域差を

考慮することの重要性が、あらためて示唆

された。各地域とも外国人人口の影響力が

増大するなかで、この点は地域別将来人口

推計の精度向上に不可欠な視点である。 

離別女性の世代間関係の分析では、母親

との居住距離、支援の種類（家事、心理的、

突発的、経済的）、そして有配偶女性の場合

には、夫婦系列によって、相互の支援状況

は複雑に異なるパターンを示していること

が判明した。本研究の結果を土台として、

成人子や親の支援を規定する要因をコント

ロールした上でも、成人子の配偶状況によ

って、母親との交流頻度、母親からの支援、

そして母親への支援に違いがみられるのか

について分析を進め、政策の方向付けにも

結びつけていく必要がある。 

外国人受入れ拡大による社会保障財政影

響シミュレーションに関する基礎的研究か

らは、財政検証や最新の将来人口推計結果

における外国人推計を前提とした社会保障

財政シミュレーションを今後行っていくこ

とが可能であることが示された。 

 

Ｆ．健康危険情報 
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林玲子(2020)「高齢者の移動―国勢調査，

国民生活基礎調査と人口移動調査から

の把握」『人口問題研究』第 76 巻第 3

号、pp.394-415. 

林玲子(2020)「外国人の死因－日本人・本
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国人との比較」『人口問題研究』第 76

巻第 2 号、pp.218-239. 

林玲子(2021)「戦前の在外邦人数統計」『人

口問題研究』第77巻第3号、pp.259-265. 

林玲子・別府志海(2021)「新型コロナウイ

ルス感染症流行に応じた主要国の死亡

統計早期公開について」国立社会保障・

人口問題研究所 Working Paper Series, 

No.50 

林玲子（2022）「移民政策のための統計基

盤」『移民政策研究』第 14 号、pp.23-39, 

移民政策学会編、明石書店 

林玲子（2022）「難民の健康─その論点」『国

際保健医療』37 巻 3 号、pp.128-131 

別府志海・石井太(2021)「わが国における

震災と死亡」,井上孝・和田光平編著『自

然災害と人口』原書房, pp.75-98. 

堀口侑（2022）「日本のモデル生命表の開

発と地域別生命表推計への応用ー

Flexible Model の修正に基づいてー」、

『人口学研究』58 号、pp.13-28. 

増田雅暢，小島克久，李忻（編著）（2021）

『よくわかる社会保障論』法律文化社 

万琳静，小島克久(2022)「介護保険パイロ

ット事業等からみる中国の高齢者介護

制度」『社会保障研究』第 6 巻 4 号， 

pp.454-468  

守泉理恵(2019)「日本における無子に関す

る研究」『人口問題研究』第 75 巻第 1

号 pp.25-54  

守泉理恵(2019)「近年における『人口政策』

―1990 年代以降の少子化対策の展開」

比較家族史学会監修、小島宏・廣嶋清志

編『人口政策の比較史―せめぎあう家族

と行政』pp.197-221  

守泉理恵，中村真理子（2021）「日本にお

ける結婚・出産とキャリア形成」永瀬伸

子・寺村絵里子編『少子化と女性のライ

フコース』原書房、pp.67-93 

吉田航（2022）「企業データの計量分析か

らみる新卒採用のジェンダー不平等：

WLB 施策と企業の経営状況との関連か

ら」、松永伸太朗・園田薫・中川宗人著

『21 世紀の産業・労働社会学：「働く人

間」へのアプローチ』、ナカニシヤ出版、

pp.21-35. 

 

２．学会発表 

Ishii, F. “ Decomposition Analysis by 

Cause of Death for the Modal Age at 

Death Using the Linear Difference 
Model”, アメリカ人口学会 2021 年大

会 (ポスター発表)（2021.5.6） 

石井太, 別府志海, 菅桂太「日本版死亡デ

ータベースの地域分析・死因分析への拡

張・応用」, 日本人口学会第 73 回大会 

( 東京大学 (zoom 開催 ), 口頭発表 )

（2021.6.6）. 

石井太「将来人口推計と公的年金財政」, 

International Symposium on the 

Pensions of the Republic of Korea and 

Japan: Demographic Challenges and 
Future Responses（2021.11.25） 

石井太 , 別府志海 , 余田翔平 , 岩澤美帆 , 

堀口侑「多相生命表を利用した配偶関係

別将来人口推計」, 日本人口学会第 74 回

大会 (神戸大学) (2022.6.11) 

石井太「日本版死亡データベースのこれま

でとこれから ーデータベース公開 10 周

年を迎えてー」、人口学研究会第 643 回

例会(WebEx 開催)(2022.10.15) 

岩澤美帆，鈴木貴士「人口・子育て環境の

地域性と出生力」日本人口学会（埼玉県

立大学（オンライン開催））(2020.11.15) 

岩澤美帆「新型コロナウイルス感染拡大期

の婚姻・出生への影響」日本人口学会第

73 回大会（東京大学・オンライン開催）

(2021.6.6). 

岩澤美帆, 余田翔平, 石井太「年齢別出生
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率のセミパラメトリックモデル」日本人

口 学 会 第 74 回 大 会 （ 神 戸 大

学）.(2022.6.11) 
大 泉 嶺 ” Analysis and Theory 

Construction of Society with a 

Declining Population Using General 

Leslie Matrix Models” 2020 年日本数

理 生 物 学 会 年 会 ， 名 古 屋 大 学

（2020.9.20-22） 

大泉嶺「日本の人口減少の数学的構造～地

域間移動と出生力差が示す人口動態への

定量的影響～」（企画者）日本人口学会第

７ ２ 回 大 会 ， オ ン ラ イ ン 開 催 

(2020.11.15) 

大泉嶺・稲葉寿・高田壮則・江夏洋一・金

城謙作 “Sensitivity Analysis of The 

Declining Population: Effects of 

Prefecture Specific Fertility and 

Interregional Migration ” 

SMB2021:Mathematical Biology on 

Translational Science & Promotion of 

Diversity, Equity, and Inclusion. 

University of California Riverside 

(2021.6.15) 

大泉嶺「生活史進化と確率制御理論」岡山

確率論セミナー 、岡山大学、招待講演

（2021.8.28） 

大泉嶺「繁殖価と最適生活史スケジュール

問題」2021 年度日本数理生物学会年会 

宮崎大学 口頭発表 （2021.9.15） 

大泉嶺・稲葉寿・高田壮則・江夏洋一・金

城謙作「多地域レスリー行列を用いた日

本の人口減少社会の解析」2021 年度 

MIMS 現象数理学研究拠点 共同研究集

会「社会物理学とその周辺」明治大学 

(2022.3.26) 

Oizumi Ryo, “Reproductive Value and 

Life-History Evolution Under 
Stochasticity at Several Scales ” , 

Ecology seminar (web), Stanford Univ. 

招待講演 （2022.6.28） 

Oizumi Ryo,   “Stochasticity on life 

history and population dynamics” The 

Eighth International Workshop on 

Biomathematics Modelling and Its 

Dynamical Analysis, Chinese Society 

of Mathematical Biology, CHINA 
Heilongjiang University, CHINA 招待

講演 （2022.8.26） 

大泉嶺*，稲葉寿，高田壯則，江夏洋一，金

城謙作「多地域レスリー行列を用いた日

本の人口減少の感度解析」，個体群生態学

会第 38 回大会，横浜国立大学，ポスタ

ー発表, （2022.10.1～10.2） 

Oizumi Ryo, “ Sensitivity analysis of 

Japan's population decline based on 
intergenerational migration history”, 

Seminar in Rob Salguero-Gómez’ lab 

(web), Oxford Univ. 招 待 講 演 

（2022.10.24） 

大泉嶺, 「日本の人口減少における地域間

移動と地域別出生率の影響～行列モデル

における感度分析とその理論～」，講演

会：社会で貢献する数学，北海道大学理

学部数学科，招待講演 （2022.12.2） 

Oizumi Ryo, “ Sensitivity analysis of 

Japan's population decline based on 
multi-regional Leslie matrix model”, 

NYCU Inter-Campus Forum of 

Population Science and Environmental 
Health (台湾)，國立陽明交通大学，台湾 

web 招待講演 （2022.12.23） 

Oizumi Ryo, “Sensitivity analysis of 

Japan’s population decline based on 

multiregional Leslie matrix model”, イ

ンド国際人口研究所との研究協力覚書交

換と研究交流会議,インド国際人口研究

所（IIPS）（2023.3.10） 
鎌田健司，小池司朗，菅桂太，山内昌和「市

区町村別にみた将来の人口増加率の要因
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分解と地理的分布」第 29 回地理情報シ

ステム学会研究発表大会，オンライン開

催(2020.10.24-25) 

鎌田健司，小池司朗，菅桂太，山内昌和「市

区町村別にみた将来の人口増加率の要因

分解」日本人口学会第 72 回大会，オン

ライン開催 (2020.11.15) 

鎌田健司，小池司朗，菅桂太（国立社会保

障・人口問題研究所），山内昌和（早稲田

大学）「都道府県別にみた人口増加率の要

因分解：1950-2015 年」，日本人口学会

第 73 回大会，東京大学（オンライン開

催）（2021.6.6） 

鎌田健司，岩澤美帆「2000 年以降の市区

町村別出生力変動の要因分析―なぜ東北

地方の出生力は低水準が継続しているの

か？」日本人口学会 2021 年度第 1 回東

日本地域部会（札幌市立大学・オンライ

ン並行開催）（2021.12.5） 
小池司朗「地域人口分析における国勢調査

データの活用例」日本人口学会第 72 回

大会，オンライン開催 (2020.11.14) 

小池司朗「新型コロナウイルス感染拡大に

伴う国内人口移動傾向の変化」、日本人口

学会第 73 回大会（東京大学・オンライ

ン開催）（2021.6.6） 

小池司朗「都道府県間人口移動の要因分解

―新型コロナウイルス感染拡大に伴う最

近年の変化を中心として―」日本人口学

会 2021 年度第 1 回東日本地域部会（札

幌市立大学・オンライン並行開催）

（2021.12.5） 

小池司朗「戦後における出生力・死亡力の

市区町村間較差の長期的変化」日本人口

学会第 73 回大会、神戸大学（2022.6.12） 

KOIKE Shiro, SUGA Keita and 

KAMATA Kenji "Long-Term Changes 

of Subnational Population in Japan 

and Their Factors", 11th International 
Conference on Population Geographies、

オンライン（2022.8.27） 

小池司朗「「平成の大合併」前後における旧

市町村別の人口動態」日本地理学会 2022

年秋季学術大会、香川大学（2022.9.24） 

小池司朗「ユーザーの観点からみた小地域

統計の課題と展望」日本人口学会 2022

年度第 2 回東日本地域部会、国立社会保

障・人口問題研究所（2023.2.14） 

Katsuhisa Kojima "SIMULTANEOUS 

EQUATION MODEL ANALYSIS OF 

FAMILY CAREGIVING AND 

LONG-TERM CARE COST 

EXPENDITURE BY THE ELDERLY 
PRIVATE HOUSEHOLD IN JAPAN –

" 、 The 22nd World Congress of 

Gerontology and Geriatrics IAGG 2022 
（2022.6.12～6.16、オンライン） 

小島克久「在宅要介護高齢者の介護費用と

家族介護の同時決定モデルに関する研究

－「国民生活基礎調査」（2016 年）を用

いた分析」、日本老年社会科学会第 63 回

大会（2021.6.12～6.27、オンライン開催） 

小島克久「台湾の介護制度における新型コ

ロナ対策と介護サービス利用－公表デー

タを用いた分析－」、日本老年社会科学会

第 64 回大会、桜美林大学新宿キャンパ

ス（2022.7.3） 

菅桂太「戦後わが国における長寿化，晩婚・

未婚化と就業パターンの地域格差」，日本

人口学会第 72 回大会，埼玉県立大学

（2020.11.15） 

SUGA Keita "Lowest-Low Fertility in 

Singapore: Current State and 

Prospects," presented at Population 

Association of America Annual 

Meeting 2021, Online assisted by 
OpenWater.（2021.5.6） 

菅桂太「シンガポールにおける人口センサ

ス・人口動態統計からみた出生力転換の

民族格差」，日本人口学会 2021 年度第 1
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回東日本部会，札幌市立大学サテライト

キャンパス・オンライン共催（2021.12.5） 

菅桂太、石井太、別府志海「月別死亡率か

らみた季節性とその地域差」日本人口学

会第 74 回大会、神戸大学（2022.6.12） 

SUGA Keita, ISHII Futoshi, and BEPPU 

Motomi, "Regional Japanese Human 

Mortality Database: Methods and 

Extensions to Monthly Deaths," 6th 

HMD Satellite meeting: Monitoring 

subnational variations in mortality, 

INED, Paris, France, (2022.6.18) 

菅桂太，小池司朗，鎌田健司「2000 年代以

後の地域別月別人口動態の趨勢」日本人

口学会 2022年度第 1回東日本地域部会，

札幌市立大学,(2022.10.1) 

鈴木貴士，尾崎幸謙「男性の職業と結婚－

就業構造基本調査匿名データを用いた予

備的分析－」人口学研究会第 643 回定例

会（オンライン上で開催）、（2022.10.15） 

中川雅貴、千年よしみ「成人子の居住地移

動と親子の居住関係および居住距離―非

大都市圏へのＵターン移動との関連を中

心に―日本人口学会第 72 回大会，オン

ライン開催 (2020.11.14) 

中川雅貴、小池司朗「夫婦の出生歴と居住

地移動―人口動態調査出生票を用いた分

析―」日本人口学会第 73 回大会，（東京

大学・オンライン開催）（2021.6.6） 

Nakagawa, M. and Chitose, Y. 

"Migration of Adult Children, Living 

Arrangement and Geographical 

Proximity to Parents: Analysis of the 

Japanese National Survey on 
Migration”, The 5th Asian Population 

Association Conference,（ジャカルタ・

オンライン開催）（2021.8.4） 

中川雅貴「人口移動研究におけるマルチレ

ベル分析の適用―ミクロ分析と地域分析

をリンクさせる試み」日本人口学会第 74

回大会（神戸大学）(2022.6.12) 

Nakagawa, M. “Local Care Facilities, 

Family-Based Care Resources and 

Intentions for Residential Relocations 

of Older Adults in Japan: A Multilevel 
Analysis ” , The 11th International 

Conference on Population Geographies
（東京・オンライン開催）（2022.8.25） 

Nakagawa, M. “International Migration 

to Japan under COVID-19: Regional 
Patterns and Prospects ” , The 6th 

Mahidol Migration Centre Regional 

Conference, Institute for Population 

and Social Research, Mahidol 
University （バンコク）（2022.12.1） 

林玲子「戦前の人口移動に関わるデータに

ついて－寄留統計と海外在留邦人数統計

の例」日本人口学会関西地域部会

（2021.3.14、オンライン開催） 

林玲子「国際的・長期的視点からみた新型

コロナウィルス感染症の人口への影響」

日本人口学会第 73 回大会（東京大学・

オンライン開催）（2021.6.6） 

林玲子「第二次世界大戦期の死亡構造の再

構成 - 人口動態統計による日本人性別

各歳コホートより」日本人口学会 2021 

年度第 1 回東日本地域部会、札幌市⽴大

学（2021.12.5） 

HAYASHI Reiko “Demographic Impact 

of COVID-19 and Policy Responses in 

Japan, An Example in the Asian 
Context” Keynote speech at the 2022 

Annual Meeting of Population 

Association of Taiwan, online 

(2022.5.14) 

HAYASHI Reiko “ Global Impact of 

COVID-19 on Population Dynamics” 

2nd International Borneo Public 

Health Conference (IBPHC) 2022, 
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online (invited, 2022.8.25) 

HAYASHI Reiko “Regional Difference of 

COVID-19 Mortality: Excess and 
Deficit” The International Conference 

on Population Geographies 2022, 

online (2022.8.25) 

HAYASHI Reiko “Policy application and 

policy implications of NTA: Japanese 

policies in response to demographic 
change”, UNFPA Asia and the Pacific 

Regional Office in-person training 

"Using NTA Evidence for Population 

and Development Policy Advancement 

in Asia-Pacific", Bangkok and online, 

(2022.10.11) 

守泉理恵「出生数 1 人の女性の分析―日本

における動向とその特徴」日本家族社会

学会第 30 回大会（東北大学、オンライ

ン開催）（2020.9.12） 

守泉理恵「日本における無子志向の未婚男

性に関する分析」第 72 回日本人口学会

年次大会（埼玉県立大学、オンライン開

催）（2020.11.15） 

守泉理恵，中村真理子「結婚・出生・就業

の組合せでみた女性のライフコースの変

化：就業経歴と出生子ども数に着目して」

日本家族社会学会第 31 回大会（九州大

学、オンライン開催）（2021.9.4） 

守泉理恵「日韓の少子化と少子化対策に関

する比較考察」第 74 回日本人口学会年

次大会（神戸大学）（2022.6.11） 

守泉理恵，岩澤美帆「少子化過程における

夫婦の妊娠動向：妊娠前意図を考慮した

妊娠数、流死産／人工妊娠中絶、出生」

日本家族社会学会第 32 回大会（日本女

子大学）（2022.9.4） 

吉田航「組織の雇用行動を観察する：不平

等研究への意義，その方法」、第 73 回数

理社会学会大会（信州大学・オンライン

開催）（2022.8.27） 

 

 
H．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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